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（２）歳出（別表５，９参照） 

イ．概要 

平成２５年度一般会計の歳出決算額は２２８億６，３８３万７千円で、予算現額２４７億１，７

６２万３千円に対し、９２．５％の執行率である。 

翌年度繰越額は９億６，３７５万３千円で、そのすべてが繰越明許費繰越額となっている。した

がって、予算執行残額から翌年度繰越額を差し引いた不用額が８億９，００３万３千円となってい

る。 

決算額のうち前年度に比べて減少した主なものは、公債費１億８，５２８万６千円（９．４％）、

商工費１億５，１６０万２千円（２２．１％）、災害復旧費１億３，９５４万円（９４．８％）で

あり、増加した主なものは、教育費３４億７，２１０万５千円（１９５．２％）、土木費５億６，

８２７万４千円（４９．６％）、諸支出金３億１，７３１万１千円（２２．５％）である。 

概ね予算に即した執行がされていたことを認めた。決算額を性質別に区分すると次のとおりであ

る。 

性 質 別 決 算 額 比 較 表 

決　算　額  構成比 決　算　額  構成比

千円  　　 % 千円  　　 % 千円

2,563,762 11.2 2,638,198 14.0 △ 74,436

2,235,182 9.8 2,151,143 11.4 84,039

184,935 0.8 216,915 1.2 △ 31,980

2,971,763 13.0 2,897,466 15.4 74,297

5,194,615 22.7 4,602,061 24.4 592,554

13,150,257 57.5 12,505,783 66.3 644,474

5,504,977 24.1 1,292,983 6.9 4,211,994

7,629 0.0 187,156 1.0 △ 179,527

5,512,606 24.1 1,480,139 7.8 4,032,467

1,780,051 7.8 1,965,337 10.4 △ 185,286

137,261 0.6 308,950 1.6 △ 171,689

0 0.0 0 0.0 0

1,259,900 5.5 1,574,850 8.4 △ 314,950

1,023,762 4.5 1,022,530 5.4 1,232

22,863,837 100.0 18,857,589 100.0 4,006,248

平 成 25年 度 平 成 24年 度
対前年度
増減額
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消費的経費は後年度に形を残さない性質の経費である。投資的経費はその支出の効果が資本形成

に向けられるもので、施設等ストックとして将来に残るものに対して支出される経費である。 

歳出科目は１４款に区分されており、その構成及び予算の執行状況は次のとおりである。 

 ロ．議会費 

議    会    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

174,340,000 172,170,739 0 2,169,261 98.8 0.8 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１億８，９３２万４千円に比較すると１，７

１５万３千円（９．１％）の減少である。 

 ハ．総務費 

総    務    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

1,742,760,000 1,682,047,829 11,340,000 49,372,171 96.5 7.4 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１６億７，９８６万円に比較すると２１８万

８千円（０．１％）の増加である。 

 これは主に、一般管理費が４，７７０万２千円（５．３％）、衆議院議員選挙費が１，９９６万

３千円（皆減）、諸費が１，８９５万６千円（７３．４％）、それぞれ減少したものの、企画費が２，

５９７万円（３０．４％）、賦課徴収費が１，８６０万７千円（２７．０％）、参議院議員選挙費が

１，８５１万６千円（皆増）、市民会館管理費が１，８４９万１千円（３５．１％）、知事選挙費が

１，０１８万６千円（皆増）それぞれ増加したためである。 

 また、不用額４，９３７万２千円は、主に市民参画推進費においてふるさと創造会議運営交付金

の交付請求地区数が当初計画を下回ったこと等により負担金、補助及び交付金５５０万３千円、市

民会館管理費において老朽化している機械設備等に緊急を要する修繕が発生しなかったため需用

費２７３万３千円、賦課徴収費において分合筆異動修正業務の減少及び鑑定委託に係る地価公示調

査ポイントの単価の減額により委託料２８６万５千円が不用になったものである。 

 なお、翌年度繰越額１，１３４万円は、災害対策費の繰越によるものである。 

 ニ．民生費 

民    生    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

5,763,112,000 5,256,398,247 133,000,000 373,713,753 91.2 23.0 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額５１億３，６４０万５千円に比較すると１億

１，９９９万３千円（２．３％）の増加である。 
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 これは主に、児童措置費が３，７０２万２千円（２．８％）減少したものの、障害者福祉費が８，

７６９万３千円（１４．６％）、健康福祉会館費が４，４０５万１千円（６８．７％）、学童保育費

が３，４９５万７千円（７０．６％）、それぞれ増加したためである。 

 また、不用額３億７，３７１万４千円は、主に社会福祉総務費において保険給付費が見込みを下

回り国民健康保険特別会計への繰出金が減になったこと等により繰出金１億９，７２２万１千円、

障害者福祉費において障害者自立支援給付事業、地域生活支援事業及び障害児通所給付事業で利用

者・回数が見込み額を下回ったことにより扶助費３，６３４万円、福祉医療費において医療費助成

が見込みを下回ったことにより扶助費２，３５０万９千円、児童措置費において私立保育所入所児

童数を多く見積もったため負担金、補助及び交付金４，０４３万４千円、生活保護費に係る扶助費

において生活扶助受給者及び入院等に係る医療扶助受給者が見込みを下回った等により扶助費２，

６４４万円が不用になったものである。 

なお、翌年度繰越額１億３，３００万円は、老人福祉費、児童福祉総務費の繰越である。 

 ホ．衛生費 

衛    生    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

2,591,179,000 2,554,632,638 8,400,000 28,146,362 98.6 11.2 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額２４億３，３３７万９千円に比較すると１億

２，１２５万４千円（５．０％）の増加である。 

 これは主に、生活排水対策費が３，６９８万２千円（５．８％）、予防費が２，１６９万４千円

（１８．６％）、それぞれ減少したものの、保健衛生総務費が１億１，９０１万１千円（１３．８％）、

健康推進対策費が２，７４２万１千円（４８．５％）、し尿処理費が２，４７１万８千円（１６．

６％）、それぞれ増加したためである。 

 また、不用額２，８１４万６千円は、主に予防費において予防接種件数が見込みを下回ったため

委託料３３８万４千円、環境保全対策費において住宅用太陽光発電システム設置補助金の申込件数

が見込みを下回ったため負担金、補助及び交付金３１８万円、健康推進対策費において町ぐるみ健

診等でのがん検診受診者数が見込みを下回ったため委託料４６５万２千円が不用になったもので

ある。 

なお、翌年度繰越額８４０万円は、塵芥処理費の繰越によるものである。 

ヘ．労働費 

労    働    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

199,498,000 197,150,243 0 2,347,757 98.8 0.9 
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本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額２億３，８９６万１千円に比較すると４，１

８１万１千円（１７．５％）減少している。これは、労働諸費が減少したためである。 

 ト．農林水産業費 

農  林  水  産  業  費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

1,368,931,000 1,293,294,300 60,000,000 15,636,700 94.5 5.7 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１３億６，６１８万１千円に比較すると７，

２８８万６千円（５．３％）の減少である。 

 これは主に、農業振興費が５，２５７万４千円（４７．９％）、農業総務費が１，４３６万９千

円（１１．５％）、それぞれ増加したものの、国営かんがい排水関連事業費が９，７８２万７千円

（３０．９％）、農村総合整備事業費が２，４９１万８千円（８．２％）、林業振興費が２，３３０

万２千円（５９．８％）、それぞれ減少したためである。 

 また、不用額１，５６３万７千円は、主に農地費において県単独緊急ため池整備事業の事業費が

確定したことにより工事請負費６８８万２千円が不用になったものである。 

 なお、翌年度繰越額６，０００万円は、農地費の繰越によるものである。 

 チ．商工費 

商    工    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

534,907,000 533,713,065 0 1,193,935 99.8 2.3 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額６億８，５３１万５千円に比較すると１億５，

１６０万２千円（２２．１％）の減少である。 

 これは主に、商工振興費が１億６，１９３万１千円（２５．１％）減少したためである。 

 リ．土木費 

土    木    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

1,772,688,000 1,714,484,100 44,500,000 13,703,900 96.7 7.5 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１１億４，６２１万円に比較すると５億６，

８２７万４千円（４９．６％）の増加である。 

 これは主に、橋梁維持費が１，２５８万２千円（９１．１％）減少したものの、道路新設改良費

が４億３３３万１千円（６６５．３％）、道路維持費が１億１，０７３万４千円（７８．６％）、住

宅管理費が３，５９１万３千円（１０６．５％）、土地区画整理費が２，７０２万円（７，２９４．

５％）、それぞれ増加したためである。 
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 また、不用額１，３７０万４千円は、主に道路維持費において社会資本整備総合交付金事業の補

助金額が決定したことにより委託料４２８万５千円が不用になったものである。 

なお、翌年度繰越額４，４５０万円は、道路維持費、道路新設改良費の繰越によるものである。 

 ヌ．消防費 

消    防    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

696,379,000 694,803,679 0 1,575,321 99.8 3.0 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額６億８，１４０万２千円に比較すると１，３

４０万２千円（２．０％）の増加である。 

 これは主に、常備消防費が１，３２３万７千円（２．３％）増加したためである。 

 ル．教育費 

教    育    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

6,349,713,000 5,251,201,819 706,513,000 391,998,181 82.7 23.0 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１７億７，９０９万７千円に比較すると３４

億７，２１０万５千円（１９５．２％）の増加である。 

 これは主に、社会教育総務費が１，３１０万８千円（１８．６％）、幼稚園費が１，１０６万５

千円（６．４％）、それぞれ減少したものの、中学校費における学校管理費（以下「学校管理費（中）」

という。）が１６億９，９９３万円（７６０．７％）、小学校費における学校管理費（以下「学校管

理費（小）」という。）が１１億２，１９２万４千円（２６５．６％）、給食施設運営費が４億４，

１５１万９千円（３２９．５％）、体育施設管理費が７，３１３万４千円（１５０．０％）、特別支

援学校費が６，２６４万１千円（３１７．５％）、史跡公園管理費が３，０５３万２千円（５８０．

６％）、それぞれ増加したためである。 

 不用額３億９，１９９万８千円は、主に入札差金により学校管理費（小）で委託料３，７１３万

９千円と工事請負費１億４，６６０万円、学校管理費（中）で委託料１，０３７万７千円と工事請

負費５，３１２万４千円、特別支援学校費で委託料３７７万５千円と工事請負費１，６８９万９千

円、給食施設運営費において工事請負費９，２２３万円が不用になったものである。 

 国の経済対策により繰越明許を含めて学校耐震化、教育環境向上関連の工事を前倒しで実施した

ところ、建設業界の資材・人材不足で入札不調になった等の特殊要因があるものの、多額の不用額

が発生しており、補正予算等が可能なものは適宜措置を行い、不用額の削減に努められたい。 

 なお、翌年度繰越額７億６５１万３千円は、学校管理費（小）４億７，０４１万７千円、学校管

理費（中）２億３，１８９万６千円、史跡公園管理費４２０万円の繰越によるものである。 
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 ヲ．災害復旧費 

災  害  復  旧  費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

9,900,000 7,628,901 0 2,271,099 77.1 0.0 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度の支出済額１億４，７１６万９千円に比較すると、１

億３，９５４万円（９４．８％）減少している。 

 これは、農業施設災害復旧費が１億３，９５４万円（９４．８％）減少したためである。 

 ワ．公債費 

公    債    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

1,780,308,000 1,780,050,675 0 257,325 100.0 7.8 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１９億６，５３３万７千円に比較すると１億

８，５２８万６千円（９．４％）の減少である。 

 支出済額のほとんどが市債償還元金と利子である。 

 一般会計の前年度末における未償還元金は１３８億２，１３７万８千円であり、これに当年度借

入金額４７億３，７７０万円を加え、この合計額から当年度元金償還額１５億８，０７５万５千円

を差し引いた額１６９億７，８３２万３千円が当年度末未償還元金である。 

 カ．諸支出金 

諸  支  出  金 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

1,726,266,000 1,726,261,086 0 4,914 100.0 7.6 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１４億８９５万円に比較すると３億１，７３

１万１千円（２２．５％）の増加である。 

 これは主に、諸費が土地開発公社解散・清算事業に係る代位弁済金として６億７，９００万円（皆

増）増加したためである。 

 支出の主なものは、土地開発公社貸付金９億１，０００万円、諸費６億７，９００万円である。 

 ヨ．予備費 

予   備   費 

議決予算額 充用額 不用額 充当率 

円 円 円 ％ 

20,000,000 12,358,000 7,642,000 61.8 

 当年度における予備費の充用件数は４件で、７６４万２千円が不用額となっている。 


